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　住宅は、過去に類を見ないほど脱炭素化の動きを加速化している。ことの発端は、菅内閣総理大臣が 2020 年10月26日に宣言した

「2050 年カーボンニュートラル」である。この宣言以降、わが国は脱炭素化へ向けて大きくかじを切り、行政は政策の大転換を、事業者

はビジネスモデルの見直しを求められた。

　2050 年カーボンニュートラル宣言以前から取り組みが始まっていた ZEH※ 1 や LCCM 住宅※ 2 であるが、その取り組みは一部のトップ

ランナー的な事業者に限定されており、主にコスト増の要因から自立的な普及には至っていない状況であった。

　この硬直状態が大きく動くきっかけとなったのは、2020 年12 月に、経済産業省を中心に策定された「2050 年カーボンニュートラル

に伴うグリーン成長戦略」である。同戦略の中では、今後可能な限りZEHや LCCM 住宅の普及を進めていくという方針が示され、住宅

分野の政策的見直しの旗印となった。住宅分野の脱炭素化はさらに加速し、2021年４月に、国土交通省、経済産業省、環境省の３省連

携の下、「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」が開催され、住宅や脱炭素分野等の有識者や実務者を委

員として招聘（しょうへい）し、「住宅・建築物における省エネ性能を確保するための規制的措置のあり方・進め方」や「新築住宅等への

太陽光パネル設置義務化」について議論が展開された。2021年 7月現在も検討会での議論は継続しているものの、公開中の方向性（素

案）によると、住宅分野における省エネ基準適合義務化やトップランナー基準のZEH 水準適合化等、かなり抜本的な見直しを行ってい

くことが明記されている。

　このような転換期の中で住宅の脱炭素化の将来像を見通すため、NRI では 2021年６月に ZEHの着工予想を行い、公表した。ZEH

については 2030 年を目標として政策目標が掲げられていることから、本推計では 2030 年度までのZEHの着工数およびストック数を

推計している。推計結果によると、2030 年度時点のZEHのストック数は159万戸となる見通しであるが、これは 2030 年度の脱炭素の

政策目標達成に必要な目安としてのZEHストック数 313万戸には遠くおよばないという結果となった。

　推計結果だけを見ると、確かに脱炭素社会実現への道のりは険しい。しかし、もし行政や事業者が本気で脱炭素化を成し遂げていく

という意思をもって行動すれば、不可能な目標ではないと考えている。NRIとしても、将来予測やオピニオン発信等を通じて、住宅分野

の脱炭素化に貢献していきたい。
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※１		 ZEHとはネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの略称であり、「躯体（くたい）強化」「省エネ」「創エネ」により、「年間の1次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅」を指す
※２	 LCCM 住宅とはライフ・サイクル・カーボン・マイナス住宅の略称であり、建設時、運用時、廃棄時においてできるだけ省 CO２に取り組み、さらに「創エネ」により、住宅	
	 	 建設時の CO２排出量も含めライフサイクルを通じての CO２の収支をマイナスにする住宅を指す


